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【行政情報】 

 

● 「第４回土地政策研究会」を開催（2月 7日）：国交省 

国土交通省は、2 月 7 日に「第４回 土地政策研究会」を開催する（非公開）。同省では、人口減

少下において持続可能な国土と地域を形成するため、低未利用土地・管理不全土地の増加等、土地

の利用・管理・取引に関する今日的な課題を踏まえ、最適な土地利用への転換の促進など、これか

らの時代にふさわしい土地政策の在り方等について広く検討する「土地政策研究会」を立ち上げて

いる。 

報道発表資料：国土交通省 

 

● PPP/PFI 推進のための支援対象案件募集：国交省 

国土交通省では、地方公共団体等における官民連携事業の導入に関する取組を支援するため、「先

導的官民連携支援事業」「専門家派遣によるハンズオン支援」について、2024 年２月２日から支援

対象案件の募集を開始する。なお今回は、スモールコンセッションにかかる事業を優先的に選定す

る。募集期間は 2 月 2 日～2 月 26 日 

報道発表資料：国土交通省 

 

● 「建築物の省エネ改修工事」の採択プロジェクトを決定：国交省 

国土交通省は 1 月 23 日、2023 年度「既存建築物省エネ化推進事業」の第 2 回提案の採択プロジ

ェクトを決定した。 

既存建築物の省エネ化の推進及び関連投資の活性化を図るため、民間事業者等による既存建築物

（非住宅）の省エネルギー性能の向上に資する改修等を支援しており、第２回公募等の結果、応募

のあった 19 件のすべてのプロジェクトを採択した。 

報道発表資料：国土交通省 
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